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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

事 業 名 子育てサポートセンター事業費

継 続予 算 額 ４９，４００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

保育所や幼稚園が、保育や幼児教育に関する専門性や実績を生かし

て、地域の子育て相談事業を実施することにより、地域に最も密着し

た子育て支援施設としての役割を果たすとともに、地域における子育

て支援をより一層推進する。

２ 事業内容等

保育所、私立幼稚園を活用した「子育てサポートセンター」の設置

事 業 内 容

子育てサポートセンター事業

目 的

対 象 保 育 所 幼 稚 園

方法等

目 的 ◎地域に密着した保育所、私立幼稚園の専門性等を生かし

た身近な相談体制等の整備

内 容 ◎隔週の土曜日 年 回 ◎親子関係支援センター事業（ ）、26
専門性を有する保育士に 地域の保護者の育児の悩

よる地域住民を対象とし み等についての教育相談

た子育て相談 ◎地域の子育て力向上事業

地域の団体や父親等と連

携した保育の実施

２５３箇所（⑰２２８箇所）実施箇所数

文教課 私学係 075-414-4517
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581

保健福祉－１



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

「のびのび育つ」こども応援事業費事 業 名

継続

(一部予 算 額 ２９３，３１１ 千円 新規・継続の別
新規)

趣旨等Ì

地域の人的・物的資源を活用し、放課後等に児童が安心して過ごすこ

との出来る居場所を確保するとともに、地域における児童の健全育成環

境の向上を図る。

事業の概要Ì

事 業 内 容 補助金交付先 市町村（京都市除く 、社会福祉法人等）

国・府・市町村（社会福祉法人）各１／３

負 担 割 合 （府単独実施分 府・市町村 各１／２）

目的

対象 放課後児童クラ ２５市町村 ２２２クラブ

方法等 放課後児童 ブ運営費 ２８３，７４０千円

クラブ

障害児受入促進 １市 １クラブ

(対象 保育に ６６６千円： (バリアフリー等）

助 欠ける児童)

１市１町職員健診・ボラ

成 ６１１千円ンティア活用等

内 児童館やその他公共施設を活 ４市

児童館・ 用したふれあい交流 １，４９７千円(新規)

容 地域組織

民間児童館による多彩かつ総 ２館

(対象 全児童) 合的な健全育成活動 ６，３８７千円： (一部新規)

児童館等を拠点とした地域組 ４組織

織による健全育成活動 ４１０千円

こども未来室 家庭支援担当 075-414-4727担当課・係名 室・担当 電話番号

保健福祉－２



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

子育て支援優良企業表彰事業費事 業 名

新 規予 算 額 ５００ 千円 新規・継続の別

【目 的】

、 、、少子化対策の一環として 仕事と子育てが両立する社会を築くため

子育てを積極的にサポートしている企業を表彰

【事業内容】

各企業における子育て家庭に対する支援事例を募集し、先進的かつ他

企業への波及効果の高い取り組みを行っている企業を表彰するととも

事 業 内 容 に、ホームページ等で事例を紹介する。

（表彰の対象となる企業）

目 的 ・社員家族への子育て支援対策を積極的に推進している企業

対 象

方法等 ・社員外の家庭に対し子育て支援対策を積極的に推進している企業

・子育て家庭が利用しやすい施設づくりに取り組んでいる企業

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－３



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

長 期 療 養 児 家 庭 支 援 事 業 費事 業 名

新 規予 算 額 ３，６５０ 千円 新規・継続の別

【目 的】

小児慢性特定疾患を始めと府北部など医療機関から遠方に居住する

する長期入院患児の付添家族に対し、当該医療機関の近隣に安価な宿

泊施設を確保することで、経済的・精神的な負担軽減を図る。

【事業内容】

（対 象 者）

事 業 内 容 医療機関から遠方に居住する小児慢性特定疾患を始めとする長期入

院患児の付添家族

目 的 （方 法）

対 象 長期療養児の家族支援のため、宿泊施設の協力により安価な宿泊施

方法等 設を確保するとともに、宿泊費用の一部を府が助成し経済的負担の軽

減を図る。

こども未来室 家庭支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－４



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部・商工部

事 業 名 地 域 子 育 て ス テ ー シ ョ ン 事 業 費

新 規予 算 額 ７，０００千円 新規・継続の別

府内商店街の空き店舗を利用し、地域と一体となっ

趣 旨 て子育て支援サービスを提供する団体に対して支援す

ることにより、地域ぐるみの子育て支援環境づくりや

地域コミュニティの活性化を促進する。

１ 助成事業 ６，０００千円

、 、商店街の空き店舗を活用して 親子交流サービス

事 業 内 容 保育サービス、放課後児童クラブ等の子育て支援サ

ービスを提供するＮＰＯ法人等への助成

２ 運営団体支援事業 １，０００千円

地域子育てステーション事業の実施に際し、効果

目 的 事業概要 的かつ円滑に実施できるよう、運営団体に対して、

対 象 受入商店街との調整・マッチング、関係団体等の連

方法等 携等を行う。

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号
観光・商業室 商業担当 075-414-4836

保健福祉－５



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

児 童 手 当 支 給 事 業 費事 業 名

４，４７９，７７０ 千円 継続(拡充)予 算 額 新規・継続の別

◆ 児童手当の充実

根 拠 児童手当法

① 家庭における生活の安定

目 的 ② 児童の健全な育成・資質の向上

③ 児童を養育する家庭への育児支援

事 業 内 容 支 給 要 件 ① 小学校修了時までの児童を養育する者(⑱４月～)

② 日本に住所を有する者

③ 前年の所得が一定未満であること

手 当 月 額 ・ 第１子･第２子 ５，０００円

・ 第３子以降 １０，０００円（児 童 １ 人 当 た り）

（⑰小学校第３学年修了時）◆支給対象 ０歳 ～ 小学校修了時まで◆

年齢拡大目的・対象

（⑰７８０万円未満）実 施 方 法 ◆所得制限 ◆ ８６０万円未満

緩和そ の 他

実施時期 平成１８年４月～

◆ 費用負担の見直し

「国2/3 府1/6 市町村1/6」を「国1/3 府1/3 市町村1/3」に変更

担当課・係名 こども未来室 家庭支援担当 課･係 電話番号 075-414-4582

保健福祉－６



平成１８年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

小 児 救 急 医 療 体 制 整 備 事 業 費事 業 名

継続予 算 額 新規・継続の別７３，０８５ 千円

１ 趣 旨

① 小児救急医療電話相談事業

子供の急な発熱やけが等に対する親の不安を解消するとともに、

小児救急医療提供体制の改善を図るため、小児担当看護師等による

電話相談を実施する。

事 業 内 容

② 小児救急医療体制強化支援事業

２次医療圏ごとに連日夜間当直を実施するなど休日夜間の小児

診療体制を充実・強化するための取り組みに対して支援を行う。目 的

対 象

２ 事業概要方 法 等

① 小児救急医療電話相談事業

事業内容 相談時間 午後７時～午後１１時（準夜帯）

□

（土曜日は午後３時～午後１１時）

□実施方法 ＃8000番から当番病院の固定電話に転送

② 小児救急医療体制強化支援事業

２次医療圏単位で輪番制等により休日夜間当直体制を整備する

△

場合に医師等の配置に要する経費に対して補助する。

南 丹 医 療 圏 拠点病院方式 平成17年12月から実施

山城北医療圏 ３病院の輪番制 平成17年12月から実施

山城南医療圏 拠点病院方式 平成18年度、休日体制整備（新規）

※ 丹後、中丹医療圏については、休日等の体制確保に向けて

設置に向けた検討

京都市が行う休日急病診療所における小児科診療の拡大に要す

△

る運営費に対して補助する。

担当課・係名 医療室 地域医療事業担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

保健福祉－７



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部・保健福祉部

事 業 名 青少年の社会的ひきこもり支援事業費

予 算 額 １２，４００千円 新規・継続の別 継続（一部新規）

１ 趣 旨
社会問題化している青少年の「社会的ひきこもり」について、行政

機関と民間支援団体が協働・連携し、ひきこもり当事者の自立と社会
参加を促進するとともに、当事者を支える家族の負担を軽減し、家族
の「安心と安らぎ」を確保する。

２ 事業概要

項 目 内 容

青少年の社会的ひ ・ ＮＰＯ等民間支援団体と行政関係機関等との連携・

きこもり支援ネッ 協働や情報共有化の基盤づくりを目的とする支援ネッ

トワーク推進事業 トワーク推進会議の運営等事 業 内 容

ひきこもり専門相 ・ 精神保健福祉総合センターに「ひきこもり相談支援

談窓口設置事業 センター」を設置目 的
（拡充） ・ 家族教室の実施（拡充）対 象

方 法 等
、ひきこもり支援サ ・ 社会的ひきこもりの青少年やその家族に対して相談

ポーター育成事業 支援等を行うボランティアとして「ひきこもり支援サ

ポーター」を養成

ジョブトレーニン ・ 就労意欲や対人関係能力を向上させるため、ジョブ

グ支援事業 コーチ等を活用した就労体験活動を実施

ひきこもり支援職 ・ 事業主のひきこもりへの理解促進を図り、受入事業

親事業（新規） 所の開拓を行う京都の特色を活かした「職親制度」づ

くり

社会体験活動支援 ・ 自立・社会参加の意欲・能力を養うため、長期の自

事業（拡充） 然体験や生活体験活動を実施

：075-414-4301青少年課 企画・育成担当 青 少 年 課
課・係 電話番号担当課・係名

：075-414-4732精神・社会参加室 精神・社会参加担当 精神・社会参加室

保健福祉－８



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 介 護 予 防 充 実 費

新規予 算 額 ４４３，１４６千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

介護保険制度改正に伴い、現在の「介護予防・地域支え合い事業」

「老人保健事業（65歳以上の部分 「在宅介護支援センター運営事）」

業」を再編・統合し、市町村が行う高齢者の介護予防等の取組を総合

的に支援する。

２ 内 容

・介護予防スクリーニング

事 業 内 容 介護予防事業 ・介護予防サービスの実施
事

・全高齢者を対象とした普及啓発 等

目 的 ・介護予防ケアマネジメント
業

・対 象 ・総合相談支援

方法等 ・権利擁護
包括的支援事業

・困難事例への助言 等
種

・家族介護支援
任 意 事 業

・介護給付適正化 等
別

事 業 主 体 市 町 村

・介護予防事業

国25%、府12.5%、市町村12.5%

１号保険料19%、2号保険料31%

・包括的支援事業・任意事業
負 担 区 分

国40.5%、府20.25%、市町村20.25%

１号保険料19%

介護保険推進室 介護予防担当 075-414-4573担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉 － ９



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 介護保険利用者支援緊急対策事業費

予 算 額 ４２，２４０千円 新 規新規・継続の別

１ 趣 旨

特養等入所高齢者（配偶者が在宅されている方）を支援するため、

府が独自に高齢者夫婦世帯に対する施設利用料の負担を緩和する措置

を３年間の暫定措置として実施

事 業 内 容 ２ 事業内容

利用者負担第４段階の高齢者夫婦世帯で、一方が施設に入所した

ことにより、在宅の配偶者が生活するための収入が一定額以下等と目 的

なるときに、入所者の居住費・食費の負担軽減を実施（国制度の拡対 象

充）方法等

・対象者の要件緩和

【国制度】

世帯年間収入から施設利用料を除いた額が80万円以下など

【府制度】

世帯年間収入から施設利用料を除いた額が150万円以下など

・助成期間

平成18年度から平成20年度まで

・負担割合

府１／２、市町村１／２

介護保険推進室 計画・管理担当 075-414-4578担当課・係名 課・係 電話番号
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

「健康長寿日本一」推進事業費事 業 名

新 規・継 続予 算 額 新規・継続の別５００，８０６ 千円
１ 目 的

、 「 」 、健康長寿日本一を目指して 昨年度策定した 健康長寿日本一プラン に基づき

健康長寿日本一推進のための課題に対応した各種施策に取り組む。

課 題
６５歳以上の平均余命と健康寿命の差の解消

△

医療機関の受療動向 入院：生活習慣病(がん、心疾患、脳血管疾患）

△

が上位外来：運動機能低下による筋骨格系疾患、糖尿病
介護が必要となった原因･･･「脳卒中 「転倒・骨折」

△

」

生活習慣病・介護予防対策が重要⇒

２ 事業概要

事 業 名 事 業 概 要 事業費

推 府民健康づくり運動 ○健康づくり府民総参加事業(推進府民会議等 2,100
進 推進事業費 の運営)
基

事 業 内 容 盤 総合 ○京都府リハビリテーション支援センター運営 12,000リハビリテーション
推進事業費 ○地域リハビリテーション支援センターの運営 等

生 京のおばんざい弁当 ○｢京のおばんざい弁当シリーズ｣の普及開発等 2,690
活 推進事業費 ○京のおばんざい弁当普及推進協議会への助成

目 的 習
対 象 慣 がん予防対策事業費 ○市町村が行う前立腺がん検診に対する助成 15,000
方法等 病 ○がん登録事業の実施(罹患率､受療状況等の把

対 握･分析等)
策
地域歯科保健推進事 「８０２０運動」を推進するための普及啓発等 6,900
業費

子どものむし歯予防 市町村が行うフッ素塗布等に対する補助 5,000
対策事業費

障害者等に対する歯科健診・指導事業の委託 5,000障害者等歯科健診･指導
事業費

地域戦略推進費 ○団塊の世代を対象とした健康づくり事業 200

介 介護予防充実費 介護保険制度改正に伴い、介護予防等を推進す 443,146
護 る施策を総合的に実施
予
防 介護予防推進･専門員 介護予防事業の効果的実施の推進及び介護予防 5,570
対 養成事業費 等の専門職員の育成
策
地域戦略推進費 ○レッツなんたん健康アップ事業 3,200

○中丹健康長寿の風土づくり事業
○丹後・はつらつ悠々活動サポート事業

合 計 500,806

健 康 増 進 室 健康増進担当 075-414-4724
担当課・係名 課･係 電話番号

介護保険推進室 介護予防担当 075-414-4570
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

総合リハビリテーション推進事業費事 業 名

１２，０００ 千円 一 部 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

在宅療養者等のニーズに応じた適切な地域のリハビリテーション体制を整

備推進するため、府の拠点となる「府リハビリテーション支援センター」の運

営、二次医療圏毎の「地域支援センター」の設置・運営とともに、リハビリ実

施施設への技術等支援、研修等による人材の育成により、府内全域において質

の高いリハビリテーションを提供する。

２ 事業主体
京 都 府（一部事業委託）

３ 事業内容事 業 内 容

目 的 事 業 名 事 業 内 容 事業費

対 象

千円方 法 等 地域リハビリ 京都府リハビリテーション支援センター運営

▲

テーション支 ○ 府立医大附属病院内に支援センター運営

援機能推進事業 ○ 地域支援センターの支援 2,700

○ リハビリの人材育成・再教育 等

地域リハビリ 京都府地域リハビリテーション連携推進会議運営

▲

テーション連 ○ 各圏域の課題整理、府域連携指針の作成 等

携推進事業 地域支援センター事業

▲

○ 地域支援センターの設置･運営 ⑰５→⑱６圏域

○ 地域リハ実施施設への支援(技術的指導等) 8,000

○ リハビリ従事者への援助・研修 等

圏域連絡会の設置・運営

▲

○ 地域支援センターに係る調整

○ 圏域連携指針の作成 等

リハビリテー 北部専門職技術向上研修

▲

ション専門職 ○ 研修機会の少ない北部地域等のセラピストへ 1,300
定着化促進事 の高度な技術研修（専門職団体に委託）
業 専門職受け入れ研修

▲

○ 地域の中核病院等で高度な技術を修得

健康増進室 健康増進担当 075-414-4724担当課・係名 課･係 電話番号
リハビリテーション支援センター 075-251-5387
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

エイズ・肝炎等予防対策事業費事 業 名

１６，２００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

近年、エイズ患者・ＨＩＶ感染者数が増加していることから、

なかでも患者・感染者数が多い２０代・３０代の若年層に対する

効果的な予防啓発や感染原因を考慮した予防・まん延防止対策を

実施するとともに、府民の利便性に配慮した検査・相談体制を強

化し、予防及び早期発見・早期治療を推進する。

２ 事業概要

事 業 内 容

内 容 事 業 費

目 的 予防啓発事業の強化 千円

対 象 エイズ予防啓発を行う学生自主活動グループ養成 ８，０００

方 法 等 エイズ等性感染症・免疫講座（仮称）の開設

大学生等若年世代に対する研修会

啓発ＨＰの充実 等（同性間における感染等、感染原因を考慮）

保健所検査相談事業の強化

府全保健所におけるＨＩＶ即日検査の実施 ３，４３６

ＨＩＶ夜間検査の検討 等

医療体制の強化

ＨＩＶ医療従事者研修への派遣 ４，７６４

拠点病院へのカウンセラーの派遣 等

担当課・係名 健康対策室 感染症担当 課･係 電話番号 075-414-4734
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

風しん 予 防 接 種 啓 発 事 業 費事 業 名

３,０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

「予防接種法」の改正に伴い生じた風しん予防接種の未接種者

（いわゆる谷間世代）等に対する接種啓発を行い、風しんの蔓延

防止及び先天性風しん症候群の発生抑制を図る。

２ 事業概要

事 業 内 容

内 容 事 業 費

目 的 千円

対 象 広告媒体を活用したキャンペーンの開始 ２，５００

方 法 等

啓発リーフレットの作成、配布・周知 ３９５

学校の医務担当者等に対する講習会の開催 １０５

担当課・係名 健康対策室 感染症担当 課･係 電話番号 075-414-4734
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

ぜ ん 息 対 策 事 業 費事 業 名

１，０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

全国で年間約3,200人(平成16年）がぜん息死で亡くなり、府域

でも80,000人とも推定されるぜん息患者が急増する中、突然の発

作時に治療等で有効とされる「患者携帯カード」等を作成するこ

とにより、患者の安心・安全を確保する。

２ 事業内容

事 業 内 容

事 業 内 容

「 」 「 （ ）」目 的 患者携帯カード 使用治療薬 や 禁忌事項 薬剤等

の作成 などの治療歴等が記載された患者カードを対 象

作成普及し、発作時にそれを示すことによ方 法 等

り、適切な処置につなげる。

ぜん息等アレル かかりつけ医等を対象に研修会等を実施

ギー研修 し、国が策定した診療ガイドラインの普及

を図る

担当課・係名 健康対策室 疾病管理担当 課･係 電話番号 075-414-4736
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

医 師 確 保 困 難 地 域 対 策 費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別４０，４００ 千円

１ 趣 旨
府中北部地域等の医師不足に対応するため、医師確保困難地域で

働く医師の育成を強化するとともに、「医師バンク」を整備。

２ 事業内容
事 業 内 容

【京都府立医科大学】 39,400千円＜医師の育成強化＞

府内各地に多くの医師を派遣している府立医大において、新目 的

たに専攻医制度を導入することにより、多くの専攻医を確保し、対 象

医師確保が困難な地域の医療機関で働く医師の育成強化を図る。方 法 等

【保健福祉部】 1,000千円＜「医師バンク」の整備＞

ホームページや府民だよりなどの広報を通じて、府内の病院

に勤務する医師を全国公募するとともに、特に、「定年退職し

た勤務医」、「離職女性医師」を対象とした働きかけを行うこ

とにより医師確保困難地域への医師確保対策の一助とする。

① 府内の病院に勤務する医師を全国公募

↓

②「京都府医師バンク」に登録

↓

③ 登録医師を北部市町村や公立病院に紹介

↓

④ 北部病院での勤務

担当課・係名 保健福祉部医療室 地域医療事業担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

京都府立医科大学 病院管理課 075-251-5355
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

新型インフルエンザ対策事業費事 業 名

３１０，０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

高病原性鳥インフルエンザウイルスの変異に由来する、新型イ

ンフルエンザウイルスの発生が危惧される状況にあることから、

「京都府新型インフルエンザ対策行動計画 （平成１７年１２月」

２６日策定）に基づき、抗インフルエンザウイルス薬（タミフル

等）の備蓄等、医療の確保を図るとともに 「新型インフルエン、

」 、 。ザ対策専門家会議 等を開催し 健康危機管理対策の推進を図る

２ 事業概要

事 業 内 容

内 容 事 業 費

目 的 抗インフルエンザ薬等の備蓄 千円

対 象 タミフル １２９万６千カプセル 等 ３０７，８４７

方 法 等 （⑱・⑲で２１６万カプセルを備蓄）

危機管理対策推進費

「新型インフルエンザ対策専門家会議」開催経費 ２，１５３

医療機関関係者等に対する研修経費 等

担当課・係名 健康対策室 感染症担当 課･係 電話番号 075-414-4734
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平成１８年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

国民健康保険事業助成費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別１９，０６９，６００ 千円

１ 趣 旨

三位一体改革に伴い平成１７年度に創設された都道府県財政調

整交付金により、府内保険者の適切な国保運営に資する。

また、保険者が実施する低所得者の保険料軽減制度等に対し助

成することにより、国民健康保険事業の健全な運営を確保する。

（単位：千円）２ 事業内容

事 業 内 容

事 業 内 容 予 算 額 説 明

都 道 府 県
目 的 ９,３６０,０００ 府内保険者の国保運営に対する助成

財 政 調 整 交 付 金
対 象 （療養給付費等の７％（⑰５％））

方 法 等 低所得者の保険料（税）軽減制度に
保険基盤安定事業 ７,８６１,０００

対する助成

中間所得者層の保険料（税）の負担
保 険 者 支 援 事 業 ５１８,０００

軽減を図る制度に対する助成

市町村保険者が行う高額医療費に対
高額医療費共同事業 １,１２３,０００ する相互支援への助成

保険者が国保事業の健全な財政を維
府 独 自 措 置 分 ２０７,６００ 持し、円滑・適正な運営を図るため

に行う事業に対する支援

１９,０６９,６００計

※助成先 市町村、国民健康保険組合等

担当課・係名 医療保険室 国保担当 課・係 電話番号 075-414-4627
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障 害 者 自 立 支 援 費事 業 名

新 規予 算 額 ４，６０８，５２０千円 新規・継続の別

(一部継続)

１ 趣 旨
障害者自立支援法に基づく介護給付費や地域生活支援事業費等について、所要額を負担

する。なお、平成１８年度から大都市特例が廃止され、障害者介護給付費負担金等につい

て京都市も含めて府内全域が府負担となったところである。

（単位：千円）２ 事 業 概 要
事 業 内 容

事 項 事 業 内 容 予 算 額
目 的
対 象 障害者介護給付費負担金 障害者介護給付費に対する公費負担 2,610,148
方 法 等

訓練等給付費負担金 訓練等給付費に対する公費負担 98,029

自立支援医療費負担金 自立支援医療費に対する公費負担 1,307,971

補装具給付費負担金 補装具給付費に対する公費負担 89,516

地域生活支援事業費 地域生活支援事業費に対する公費負担 426,964

IT活用障害者就労支 在宅障害者によるITを活用した仕事の受注等 (15,900)
援事業費 を図るための訓練指導、情報処理教育及びコ

ーディネーターの配置

障害者ITサポートセ 重度障害者を対象としたパソコンの貸与、出 (4,000)
ンター運営費 前講座等の実施

盲ろう者通訳介助員 盲ろう者に対する触手話等による通訳介助員 (4,800)
派遣事業費 の派遣

障害児（中高生）放 障害のある中高生を対象としたデイサービス (4,551)
課後サポート事業費 事業の実施

不服審査会等運営費 障害者介護給付費等不服審査会の運営費等 37,003

社会福祉法人減免支援事 社会福祉法人による利用料減免を促進するた 38,889
業費 めの公費負担

障 害 福 祉 室 在 宅 担 当 075-414-4552
担当課・係名 障 害 福 祉 室 施 設 担 当 課･係 電話番号 075-414-4599

精神・社会参加室 精神・社会参加担当 075-414-4603
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平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

Ｉ Ｔ 活 用 障 害 者 就 労 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１５，９００千円

１ 趣 旨

在宅障害者によるＩＴを活用した仕事の受注を図るため、就労に必要な技術習得のための訓

練指導や情報処理技術の教育を行うとともに、コーディネータの配置を行い、仕事の確保や在

宅就労調整を実施する。

２ 事 業 概 要事 業 内 容

◆コース別の研修によるＩＴ操作能力の修得

目 的 ・年間４コース（１コース１０回程度、１０名程度受講）を実施予定

対 象 ・社会福祉法人プロップステーションが実施予定

方 法 等 ◆コーディネータによる受注販路の開拓、調整、納品

・受注先の開拓に加え、在宅障害者への仕事の配分、進捗管理を実施

・研修修了者の登録、管理等

◆府庁西別館で実施 （予定）

【 参考：事業イメージ 】

○ 障害者ＩＴサポートセンター運営費 コミュ継

初 パソコン講座（初級） ニケー

障 心 操作等の相談受付 ション

者 パソコンリサイクル事業 等 の確保

害

ＩＴ活用障害者就労支援事業費○新

者 一定レベ キャリアアップ研修、 在 宅

ル以上 コーディネータの配置 就 労

在宅就労希望者の登録 等

◆確立したカリキュラムによる研修により、企業から仕事を受注できるレベルの能力を修得

◆在宅障害者の就労窓口を一元化し、コーディネータを配置することで在宅就労を促進

担当課・係名 精神･社会参加室 精神・社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4603

保健福祉－２０



平成１８年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 障害者福祉サービス等利用支援事業費

新規・継続の別 新規予 算 額 ３５２，９３７千円

１ 趣 旨
障害者自立支援法の施行(平成18年４月)に伴う自己負担額の
増加等に対し、府独自の支援策を実施する。
★ 所得が一定以下の方の負担を緩和する３年間の暫定措置を
実施（市町村との協調事業）
① 在宅福祉サービス・補装具給付・医療費の各々の負担
上限月額を国制度の原則１／２に

② 独自の所得階層を設定し負担を緩和
（在宅福祉サービス ４階層→６階層 ほか）

③ 上記サービス等の負担合計額についても、独自に総合上
限を設定

④ 施設入所の知的障害児(者)のうち軽度者(療育Ｂ)の医療
費について、３割負担を１割負担に緩和

）
事 業 内 容 ２ 事業概要

（単位：千円

目 的 区 分 概 要 所要額
対 象
方 法 等 在宅福祉サービス ・負担上限額を国基準 189,086

の1/2とする
利 補装具給付 3,439
用 ・新たな上限月額を設
者 自立支援医療 定 129,016
負
担 総合上限制度の創設 上記サービス等の重複 20,276
の 利用の負担上限設定
緩
和 施設入所の知的障害児 ３割負担を１割負担と 11,120

（者）の医療費 する

計 352,937

負 担 割 合 府１／２、市町村１／２

（参考）自立支援策の充実

ハート(まごころ)ショ 府施設で 等 4,000新規 パ ン 、 ク ッ キ ー
ップ開設 手作り製品常設販売等

ＩＴ活用障害者就労支 ＩＴを活用した仕事受 15,900新規
援 注、指導・訓練等

障害者共同作業所運営 運営支援充実強化（補 502,632拡充
助成 助単価65,000円（1千

円アップ ））

担当課・係名 障害福祉室 在宅担当 課・係 電話番号 075-414-4552

保健福祉部－２１
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＜障害者福祉サービス等利用支援事業費（説明資料）＞

Ⅰ 在宅生活における福祉サービスについての府独自緩和策

＜所要額＞ １８９，０８６千円
低所得者（市町村民税非課税）及び市町村民税所得割４万円未満の世帯＜対象者＞
負担能力に応じて負担するという従来の制度から、原則として費用の＜考え方＞

１０％を定率負担するという新しい国制度において、市町村民税非課税世
帯等の急激な負担上昇に対する負担能力を考慮した激変緩和のため、３年
間の暫定措置を京都府独自の施策として実施する。

Ⅱ 補装具給付についての府独自緩和策

＜所要額＞ ３，４３９千円
低所得者（市町村民税非課税）及び市町村民税所得割４万円未満の世帯＜対象者＞
上記福祉サービスと同じ。＜考え方＞
ただし、児童については、成長段階に応じた補装具の給付が必要なこと

から、子育て支援策として市町村民税所得割４万円以上の場合においても
４万円未満の場合と同じ上限月額となるよう負担の緩和を図る。

京都府 国 京都府

0円 0円

15,000円

障害基礎年金１級及び特別
障害者手当のみ

上記以外 12,300円

市町村民税所得割４万円未満 18,600円

　※　国基準の内容に変更がある場合があります。

一定所得以上（年収１，２００万円程度）　※ 給付対象外 給付対象外

7,500円

24,600円

市町村民税課税 37,200円
市町村民税所得割４万円以上

37,200円
(児童は
18,600円)

国

生活保護
市
町
村
民
税
非
課
税

収入が年間８０万円（障害基礎年金２級相
当）以下

上記以外

所　得　階　層　区　分 上　限　月　額

補　装　具

福
祉
サ
ー

ビ
ス
と
同
様
の
所
得
階
層
の
細
分
化
と

激
変
緩
和
の
暫
定
措
置

（
３
年
間

）
と
し
て
独
自

に
月
額
上
限
額
を
設
定

福祉サービス（在宅生活者）

京都府 国 京都府

0円 0円

15,000円

障害基礎年金１級及び特別
障害者手当のみ

上記以外 12,300円

市町村民税所得割４万円未満 18,600円

市町村民税所得割４万円以上 37,200円

収入が年間８０万円（障害基礎年金２級相
当）以下

市
町
村
民
税
非
課
税

上記以外

37,200円

上　限　月　額

24,600円

7,500円

所　得　階　層　区　分

国

生活保護

市町村民税課税

市町村民税所得割４万円（年収２３０万円相当）
　　本府における障害のある府民の収入階層分布を考慮した独自階層の設定

重
度
障
害
の
あ
る
方
へ
の
配
慮
及
び

市
町
村
民
税
課
税
世
帯
の
負
担
上
昇
に
対
す
る
応

能
的
な
緩
和
措
置
と
し
て
階
層
を
細
分
化

激
変
緩
和
の
暫
定
措
置

（
３
年
間

）
と
し

て
独
自
に
上
限
月
額
を
設
定
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Ⅲ 自立支援医療についての府独自緩和策

＜所要額＞ １２９，０１６千円
低所得者(市町村民税非課税)及び市町村民税所得割20万円未満の世帯＜対象者＞
更生医療・育成医療については、負担能力に応じた月額上限を設定する＜考え方＞

従前の制度から、原則として医療費の１０％を定率負担するという新しい
国制度において、市町村民税非課税世帯等の急激な負担上昇に対し、激変
緩和のため、３年間の暫定措置を京都府独自の施策として実施する。
（精神通院医療については、定率負担が５％から１０％となった ）。

一般 重度かつ継続 一般 重度かつ継続

＜育成医療＞

市町村民税所得割２万円未満

１０，０００円

医療保険の負担上限

（７２，３００円＋医療費１％）

＜育成医療＞

市町村民税所得割２万円以上

４０，２００円

給付対象外 ※２０，０００円 給付対象外 ※２０，０００円

※暫定措置（３年後国見直し）

京都府

５，０００円

１０，０００円

所得階層区分

１，２５０円

２，５００円

国

５，０００円

国 京都府

０円

上限月額

市町村民税所得割２０万円以上

０円

１０，０００円 ２，５００円

１８，６００円

３７，２００円

５，０００円

生活保護

市町村民税所得税２万円未満

市
町
村
民
税
非
課
税

収入が年間８０万円（障害基
礎年金２級相当）以下

市
町
村
民
税
課
税

市町村民税所得
割４万円未満

市町村民税所得
割４万円以上

市町村民税
所得割２０
万円未満

２，５００円

上記以外

障害基礎年金１
級及び特別障害
者手当のみ上記以外

自立支援医療

激
変
緩
和
の
暫
定
措
置

（
３
年
間

）
と
し
て
独
自
に
月
額
上
限
額
を
設

定

重
度
障
害
の
あ
る
方
へ
の
配
慮
及
び
市
町
村
民
税
課
税
世
帯
の
負
担
上
昇

に
対
す
る
緩
和
措
置
と
し
て
階
層
を
細
分
化
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Ⅳ 総合上限制度の創設

＜所要額＞ ２０，２７６千円
在宅福祉サービス、補装具給付、自立支援医療を重複利用した者＜対象者＞
在宅生活における福祉サービスや自立支援医療等、サービスの重複利用＜考え方＞

が必要な方への負担が重くならないよう、次の月額上限額を超える利用者
負担を償還する総合上限制度を京都府独自の施策として創設する。

総合上限月額所得階層区分

収入が年間８０万円（障害基礎
年金２級相当）以下

障害基礎年金１級及び特別障
害者手当のみ

市
町
村
民
税
非
課
税

生活保護 ０円

１８，６００円

３７，２００円

１２，３００円

７，５００円

住民税所得割４万円未満

住民税所得割４万円以上

上記以外
市
町
村
民
税
課
税

在宅生活者における障
害福祉サービス

補　装　具自立支援医療
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Ⅴ 施設入所の知的障害児（者）についての府独自緩和策

＜所要額＞ １１，１２０千円
施設入所の知的障害児（者）で福祉医療制度の対象とならない者＜対象者＞
自立支援医療に係る自己負担金の見直しにより、医療費の自己負担額が＜考え方＞

３割負担になったことから、福祉医療制度の対象とならない者の医療費急
増に対応するため、自己負担が１割負担となる制度を京都府独自の施策と
して創設する。

国 府

重度者

軽度者

重度者 ０円（※）

軽度者 １割

重度者 ０円（※）

軽度者 １割

重度者

軽度者

重度者＝療育手帳Ａ、軽度者＝療育手帳Ｂ 　　　　　　　　※府の福祉医療制度で対応

所得階層区分
負　担　割　合

障害の程度

０円 ０円

３割

生活保護

市町村
民税課
税

全ての市町村民税
非課税者

障害児福祉手当・
特別障害者手当所
得制限以下

上記以外 ３割

市町村
民税非
課税

知的障害児（者）医療

激
変
緩
和
の
暫
定
措
置

（
３
年
間

）
と
し
て
独
自
に

自
己
負
担
割
合
を
設
定



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障 害 者 グ ル ー プ ホ ー ム 開 設 促 進 事 業 費事 業 名

継予 算 額 新規・継続の別７，５００千円
続

１ 趣 旨

障害者の住まいの場としてグループホームは最も期待されているが、新たに開設する場合、家

屋の補修や備品等の購入費用など比較的多額の資金が必要となり、これが新規開設を阻害している

要因のひとつとなっている。

このため、施設開設に係る費用の一部を補助することにより、グループホームの開設促進を図

る。

事 業 内 容

２ 目 的

施設入所ではなく、在宅生活を継続するとともに、従来の生活環境を大きく変えることなく、

目 的 家庭的な雰囲気の中での生活を維持していく。

対 象

３ 事業概要方 法 等

・民家等既存建物に係る修繕費用

補助対象 ・家電製品や収納設備等の共用備品購入費

（電磁調理器・エアコン・冷蔵庫・洗濯機等）

対象外：土地取得費、建物購入費、礼金・敷金等

１箇所当たり１，５００千円（府１／２ 、施設１／２）

補助基準 ＜所要見込額＞

１，５００千円×１／２×１０箇所（⑰４箇所）

４ 参 考

知的障害者グループホーム：５６箇所 ２５５人（平成１８年１月現在）

精神障害者グループホーム： ９箇所 ４８人（平成１８年１月現在）

担当課・係名 障 害 福 祉 室 施 設 担 当 課･係 電話番号 075-414-4600

保健福祉－２２



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

発達障害者支援体制整備事業費事 業 名

継 続
予 算 額 新規・継続の別５，１５０千円

一部新規

１ 趣 旨

平成１７年４月に施行された「発達障害者支援法」を受け、

自閉症や学習障害(LD)、注意欠陥多動性障害(ADHD)等、従来の

「身体 「知的 「精神」という障害区分に当てはまらなかった」 」

事 業 内 容 「発達障害」を有する者に対する適切な支援体制の確立を目指

す。

目 的

２ 事業内容対 象

方法等

(１)発達障害者支援体制検討委員会の設置 継 続

関係機関と連携しつつ、発達障害者の乳幼児期から成人期

▲

までの各ライフステージに対応する一貫した支援体制（相談

支援、療育支援、就労支援）のあり方を検討。

(２)発達障害支援コーディネータの配置 新 規

発達障害支援コーディネータを中心とした発達支援チーム

▲

による個別支援計画の作成。

個別支援計画に基づき障害の状態・ニーズに応じたきめ細

▲

かな支援（療育）の実施。

担当課・係名 障害福祉室 施設担当 課・係電話番号 075-414-4599

保健福祉－２３



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障害者共同作業所運営助成費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続５０２，６３２千円

１ 趣 旨
在宅の障害者が生活指導や作業訓練を受けながら働き、自立に向けて
活動する場となっている共同作業所及び小規模通所授産施設を一層
支援することにより、障害者の自立と社会参加を積極的に推進する。

２ 事業内容
（１）共同作業所通所訓練事業助成 （基本単価の引き上げ）

基 本 分 ６４，０００円 → ６５，０００円に引き上げ
補

重 度 加 算 分 １６，０００円（入所者１人あたり月額）
助

定 額 分 １，０００，０００円（１施設 年額）
基

目 的 職能技術者導入分 ６，０００円（日額：１００日限度）
対 象 準
方 法 等 企業実習促進分 ６，０００円（日額： １５日限度）

補 助 率 補助基準額の１／２を助成

対 象 施 設 心身共同作業所 ２９施設(混合含む）
精神共同作業所 １３施設

※ 障害者自立支援法の施行に伴い、認可施設については就労支援事業が
講じられる中で、無認可の共同作業所について、府独自に障害者自立
支援をより一層サポートするため基本単価を引き上げる。

（２）小規模通所授産施設運営助成（国制度）

定員規模 利用者 １０人以上、１９人以下

内 容 基 準 額 １０，５００千円

負担割合 国１／２、府１／４、市町村１／４

単独措置 国制度移行前の補助金総額を措置

対象施設 １１施設

担当課・係名 障害福祉室 施設担当 課・係 電話番号 ０７５－４１４－４６００

保健福祉－２４



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

ハート（まごころ）ショップ開設事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規４ ， ０ ０ ０ 千 円

１ 趣 旨

授産施設や作業所等で作成した手づくり製品の販売については、現在、京都駅ビル及びぶら

り嵐山の２カ所において常設販売を行っているが、障害者自立支援法の目的のひとつである障

害者の就労促進をより一層図るため、府施設内等において常設販売コーナーを拡大する。

目 的２

事 業 内 容 ・身近なところからノーマライゼーションの実施

・販売活動等による障害者の就労意欲の向上と障害者施設等の運営の安定化

目 的 ・府民ニーズの基づく新たな商品開発

対 象

３ 事 業 概 要方 法 等

府職員及び来庁府民に対し、府庁内等でパンやクッキーなどの手づくり製品を販売する。

販売形態は、施設等の状況に応じ常設コーナーを設けるほか、定期的な訪問販売等を実施

４ 設 置 場 所

府庁１号館南側ロビー、府立植物園 ほか （予定）

５ 事 業 主 体

特定非営利法人 京都授産振興センター

担当課・係名 精神･社会参加室 精神・社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4603

保健福祉－２５



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

こども発達支援センター管理費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続３０６，６２９千円

１ 趣 旨

（ ）京都府立こども発達支援センターにおける療育体制 通園部門
の充実強化を含む施設運営に要する経費

２ 事業内容

療育体制の充実強化
事 業 内 容

府域の障害児療育の拠点施設として、発達障害をはじめとする
障害児に対する療育環境整備及び療育内容を充実するため、療育

目 的 担当スタッフの増員等、体制の強化を図る。
対 象
方 法 等 対象職種 作業療法士（１名増員）

▲

言語聴覚士及び臨床心理士（常勤職員化）

療育日数の充実

▲

効 果 作業療法
言語聴覚療法

＜参考：施設概要＞

設 置 場 所 京田辺市田辺茂ケ谷

設 置 年 月 平成１５年１０月

知的障害児通園施設 （定員30名）
施 通 園 部 門 肢体不自由児通園施設 （定員30名）

重症心身障害児通園施設 （定員 5名）
設

相談検査部門 診療・検査 、医学的相談、保護者相談、
機 （診療所） 保護者指導

能 地 域 療 育 市町村療育教室等に対する専門職員の派
支 援 部 門 遣

※ 平成１８年１月から診療体制を強化（小児科医等の増員）

担当課・係名 障害福祉室 施設担当 課・係電話番号 075-414-4599

保健福祉－２６



平成１８年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 「 高 齢 者 見 守 り 隊 」 事 業 費

新規・継続の別 新規予 算 額 １４，０００千円

地域の隅々まで目が届きにくい状況や、地域のつながり

目 的 の希薄化、社会的孤立・孤独が発生している中で、地域の

ＮＰＯや地域住民とともに、地域を支えていく新たな仕組

みづくりを支援する。

【事業内容】

市町村社協を軸として、地域のＮＰＯや様々な団体、地

域住民と協働して、地域住民のニーズに対応したインフォ

ーマル（制度外）サービスの提供を行う。

事 業 内 容 【活 動 例】

目 的 各団体の協働・連携による

対 象 事 業 ・高齢者世帯等の見守り活動

方 法 等 内 容 ・買い物代行、大掃除手伝い

等 ・外出支援、給食、配食サービス

・産前産後の援助、一時託児

・小修繕、日曜大工、庭木の剪定

・パソコン指導、話し相手 等

【期待される効果】

社会的孤立の防止○ 地域住民のつながりづくり、

○ 潜在する人材の再編と新規人材の発掘

再構築○ 地域の社会資源をご近所の底力に

○ 既存組織・活動の連携促進、活性化

【実施方法】

府社協に委託し、府内７市町村社協で実施予定

担当課・係名 地 域 福 祉 室 課・係 電話番号 075-414-4551

地域福祉 福祉のまち推進担当･

保健福祉―２７



平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

違法ドラッグ・健康食品対策事業費事 業 名

予 算 額 千円 新規・継続の別 新 規６，０００

１ 趣 旨

流通が広域化する違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）及び医

薬品成分を含有する健康食品の流通阻止と健康被害の未然防止のた

め、販売店舗の把握、監視指導の強化、府民への啓発に取り組む。

２ 事業概要

事 業 内 容

違法ドラッグ及び医薬品成分を含有する健康食

目 的 目 的 品の流通を阻止し、薬物濫用と健康被害の発生を

対 象 防止する。

方 法 等

● 専門家(薬剤師等)との連携システム・販売店

事業内容 舗の把握

・薬物に関する専門知識を有する薬局・薬種

商等と連携した調査、府民からの情報によ

る販売店舗把握

● インターネット販売・販売店舗の監視指導

・監視指導専門者による調査及び監視指導

・インターネット販売業者への警告メール

・販売店舗への立入調査・指導の強化

● ホームページ等による啓発

・ホームページ作成

・違法ドラッグ啓発用リーフレットの作成・

配布

075-414-4786担当課・係名 薬 務 室 指導・啓発担当 課・係 電話番号

保健福祉部－２８



平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 食の安心・安全事業者支援事業費

予 算 額 １，７００千円 新規・継続の別 新

１ 目的

「食品衛生法に基づく公衆衛生上講じるべき措置の基準等に関する

」 、 、条例 の一部改正により より安全性の高い衛生管理基準を定めたが

食品関係事業者は、零細事業者が多く業種も多様なため、業態に応じ

た具体的な指導が必要となることから、業界と連携・協働した活動を

推進する。

事 業 内 容

２ 事業概要

目的 区 分 事 業 内 容

対象

方法等 衛生管理手法導入手引書作成
▲

衛生管理手法 零細な事業者が多く業種も多様であることか

を具体化した ら、業態に応じた具体的な指導ができるような手

手引書の作成 引書を作成する。

食品衛生推進員（京の食“安全見はり番 ）の育成指導

▲

”

食品衛生推進 事業者に対して指導をする食品衛生推進員に、

員への衛生管 衛生管理手法を理解させるための講習会を開催す

理手法の理解 る。

の推進

075-414-4759担当課・係名 生活衛生室 食品衛生担当 課・係 電話番号

保健福祉－２９



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

府民労働部・保健福祉部

事 業 名 ドメスティック・バイオレンス対策事業費

新規･継続の別 継続(一部新規)予 算 額 17,450千円

１ 趣 旨

平成１８年３月策定予定のＤＶ基本計画に基づき、ＤＶ防止センター

、 、の機能を引き続き強化するとともに 市町村の相談機能の向上を支援し

関係機関の連携、協力のもと被害者の自立支援を推進する。

２ 事業概要

事業内容

夜間・休日相談の窓口設置Ì

目 的 婦人相談員の配置・研修（二次被害防止）Ì

対 象 市町村相談員等に対する研修
相談窓口の強化

Ì

方法等 ＤＶ専用電話相談の実施（女性総合センター）Ì

専門的指導の確保 心理療法士によるカウンセリングÌ

一時保護委託先の確保（母子生活支援施設等）Ì

保育士の配置（同伴児対策）一時保護機能強化 Ì

（拡 充） 民間シェルターと連携・協力した被害者支援のÌ

充実〈新規〉

通訳の派遣（外国人被害者への対応）Ì

診断書料の給付（保護命令申立て、就職時の健Ì

康診断等）
被害者の自立支援

自立支援グループワークの実施Ì

被害者支援ネットワーク（一時保護所退所先のÌ

協 力 機 関 の 確保・迅速な広域連携）

連 携 ・ 協 力 福祉施策の円滑な適用（生活保護等）Ì

ＤＶセンター機能の広報啓発Ì

啓 発 ＤＶ啓発カードの作成・設置〈新規〉Ì
（拡 充） 啓発講座Ì

女性政策課 企画・推進担当 075-414-4291
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来室 家庭支援担当 075-414-4582

保健福祉－３０



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

ホ ー ム レ ス 自 立 支 援 モ デ ル 事 業 費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別２，０００千円

１ 趣 旨

長引く不況下でリストラ等によりホームレス状態にあることを余儀なくされてい

る者の自立支援を進め、ホームレス状態からの脱却を促進するため、関係町及びホー

ムレスの自立支援を行っている民間団体と連携して、個別支援プログラムを策定す

る。

また、このプログラムに基づき、具体的な自立支援策をモデル的に実施し、市町村

での今後の取組に資するものとする。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容

① 自立意向調査

目 的 ② 個別支援プログラム作成
事 業 内 容

対 象 ③ プログラム実践

方 法 等 ④ 自立支援事例集作成

就労による自立を希望するホームレス対 象 者

実 施 主 体 京都府 （実施予定 山城北保健所、乙訓保健所）

H14.8 ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法

そ の 他 H15.7 ホームレスの自立の支援等に関する基本方針（国策定）

H16.8 京都府ホームレス自立支援等実施計画策定

担当課・係名 生 活 福 祉 室 生活保護医療担当 課･係 電話番号 075-414-4557

保健福祉－３１



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

成 年 後 見 制 度 利 用 促 進 事 業 費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１，０００千円

１ 趣 旨

認知症高齢者の増加や悪質リフォーム事件による被害等を踏まえ、高齢者が地域に

おいて安心・安全に暮らせるよう、府と市町村、さらには弁護士など専門家等と連携

し、成年後見制度の円滑かつ適切な利用のための環境整備を行う。

２ 事業概要

○ 成年後見制度利用促進事業事 業 内 容

① 成年後見制度利用促進に関するネットワークの構築

府・市町村・弁護士など専門家等で構成

△

② 市町村等の申立から利用に至るまでの円滑実施など運用上の課題への対応

制度利用が必要な期間に、円滑かつ適正に利用できるよう制度運用上の課
△

題解決について検討目 的
対 象

③ 地域の実情に応じた成年後見制度の「受け皿」整備への対応方 法 等

円滑かつ適正に成年後見制度が実施できるよう、地域の相談窓口（地域包

△

括支援センター等）と連携した「受け皿」の整備に向けて検討

３ 参 考

○ 福祉サービス利用援助事業費 ⑱ 当初予算額 ６２，７１６ 千円（拡充）

＜内 容＞
誰もが安心して自立した地域生活が送れるよう、認知症高齢者、知的障害者等で自己決
定能力が低下していることにより自己の判断能力で様々な福祉サービスを受けることが困
難な者に対し、利用援助を行う。
平成１８年度からは、全市町村社協に専門員を設置し援助を実施（１７年度までは府内
５基幹的社協で実施）

福祉サービスに関する情報提供及び助言

△

援助 福祉サービスの利用手続きの援助

△

内容 （申込み手続き代行、契約締結、料金支払いなど）
日常的金銭管理、通帳、印鑑の保管 など

△

〈担当室：地域福祉室 地域福祉・福祉のまち推進担当 075-414-4556〉

担当課・係名 介護保険推進室 介護予防担当 課･係 電話番号 075-414-4570

保健福祉－３２



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

児 童 虐 待 等 重 点 支 援 事 業 費事 業 名

３０，４３２ 千 円 継続(一部拡充)予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨
急増・困難化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、関係機関と連

携を図り、虐待予防、潜在事例の早期発見・早期対応、再発防止等に至るま
で、一貫した施策を総合的に推進する。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容
区 分 事 業 内 容

目的・対象 児童虐待予防対策推進 ・心理カウンセラー等による訪問指導、精神科
実 施 方 法 事業 医による相談指導
そ の 他 ・養育上課題のある家庭に対する医師、保健師

等による育児指導
＜各保健所＞

・府域全体を網羅する「児童虐待防止ネットワ「ストップ・ザ・児童
ーク会議」の開催虐待 推進事業 拡充」 （ ）
情報共有のための市町村単位のメーリングリ・
ストや専用ホットラインの開設等地域におけ
るネットワークの強化＜新規＞

児童虐待早期対応体制 ・未来っ子サポートチーム員として初期対応等
強化事業（拡充） を行う児童虐待対応協力員の配置

・法的問題に対して専門的助言や援助を行う弁
護士の確保

・相談体制・協力体制強化のための市町村児童
相談職員・主任児童委員への研修実施
＜各児童相談所＞

家庭支援相談機能充実 ・地域の児童問題に対して相談援助を行う児童
事業 家庭支援センターの運営 (休日 夜間対応可)、

＜舞鶴学園に付設＞

児童虐待再発防止・自 ・虐待を行った保護者へのカウンセリングを行
立支援事業 う精神科医の配置

＜宇治児童相談所＞

担当課・係名 こども未来室 家庭支援担当 課･係 電話番号 075-414-4727

保健福祉－３３



平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

特定動物等適正飼養推進費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１，６００千円

目 的１

動物の愛護及び管理に関する法律及び府条例の改正（平成 年６月18
１日施行）に伴い、改正内容に応じた施策を推進するための体制づく

りと関係事業の円滑な実施を図る。

２ 事業内容

事 業 内 容

動物取扱業の適正化推進事業○

目 的 動物取扱業が届出制から登録制への移行等による適正化を推進

対 象 するための事業

方法等 ・業者説明会の開催

・登録事務と立入検査・指導

・動物取扱責任者研修会の開催

特定動物の適正飼養推進事業○

法の規制により危険な動物である特定動物の適正飼養を推進す

るため事業

・飼養者説明会の開催

・飼養許可事務と立入検査・指導

・個体識別措置のマイクロチップリーダーによる確認検査

075-414-4763担当課・係名 動物愛護管理室 動物愛護管理担当 課・係 電話番号

保健福祉－３４


